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第１部　データ編
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○本書に掲載されている情報・資料は情報提供のために作成されたものであり、その正

確性または完全性を保証するものではなく、また本書に掲載した情報・資料を使用し

た場合に生じた損害については一切の責任を負いかねます。

○本ハンドブック自体の著作権（編集著作権）は当行に帰属します。また、本ハンドブッ

クに掲載しているデータ・図表等の著作権はその出典元に帰属します。取り扱いは、

データ・図表等の著作権の帰属先によって次のとおり異なりますのでご注意ください。

１．官公庁、独立行政法人に帰属するデータ・図表等の場合 

基本的には、お客様の責任において自由にご使用ください。禁転載等の表記のあ

るものはそれに従ってください。 

２．当行以外の個別の企業・団体に帰属するデータ・図表等の場合 

ご使用の際は、当該企業・団体に直接お問い合わせ願います。 

３．当行に帰属するデータ・図表等の場合 

使用に際して、他媒体（ホームページ、雑誌、書籍、その他独自の資料等）への転

載や編集加工等が発生する場合には、当行地域調査部までお問い合わせくださ

い。 
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